
 

 
 

 

 

 

 
 

 

 資料１－１

政治資金規正法施行規則の改正に係る対応について

平成２６年７月１日に公布された政治資金規正法施行規則の一部を改正する省令（以下「一
部改正省令」という。）は、当委員会に関連する条文も含め、原則として平成２７年７月１
日から施行されるため、必要となる当委員会の対応について、以下のとおり整理した。 

１ 	登録政治資金監査人の登録等に係る様式関係 

   一部改正省令の施行に当たり、以下のとおり登録政治資金監査人の登録等に係る様式
の決定を行うもの。 

（１）新第２５条（旧第１４条の３）関係 

【改正概要】 
登録政治資金監査人名簿の登録事項のうち「政治資金適正化委員会が必要であると認
めたもの」を「政治資金適正化委員会が定める事項」に明確化等 

【対応】 
登録政治資金監査人名簿の登録事項のうち「必要があると認めたもの」としていた事
項と同一の事項を「定める事項」とし、条番号の変更に伴い登録政治資金監査人の登録
等に係る様式を決定 

（２）新第２６条（旧第１４条の４）・新第２７条（旧第１４条の５）・新第２９条（旧第
１４条の７）～新第３１条（旧第１４条の９）関係 

【改正概要】 

規則の体裁や文言の整理 


【対応】 

条番号の変更等に伴い登録政治資金監査人の登録等に係る様式を決定 


※	 以下の条文は、対応不要。 

・ 新第１６条（旧第１４条の２の２）・新第２８条（旧第１４条の６）関係 
規則で様式を規定している政治資金監査報告書及び登録政治資金監査人証票の様
式番号の変更 

・ 	新第１７条（旧第１４条の２の３）関係 

業務制限に関する規定の文言の整理 


・ 	新第３２条（旧第１４条の１０）・新第３３条（旧第１４条の１１）関係 
研修及び委員会事務局の組織に関する規定の文言の整理 

※ 	以下の条文は、平成２６年７月１日から施行済み。 

・ 	第９条（旧第１０条）関係 
振込明細書に支出の目的が記載されている場合の取扱い等、現行の手続の明確化 

２ 	研修関係 

   一部改正省令の施行に当たり、研修の際に用いる政治資金監査関係法令集及び映像教
材に改正内容を反映等するもの。 


